
 
 

社会資本が土地利用と経済成長に及ぼす影響 

-多様性選好と持続的経済成長- 

 

奈良 卓 

 

要旨 

奈良[2021]で構築した枠組みに新たな仮定、すなわち、社会資本ストックの蓄積が土地

生産性のみならず、労働生産性をも高めるようなメカニズムを導入することにより、拡張

し、そのもと、社会資本建設の財源たる所得税の増税が、総消費の社会資本ストックに対

する比率等の主要な変数、また、土地の有効利用度や経済成長率に及ぼす影響を分析した。 

分析の結果、定常状態における経済成長率は人口成長率を上回るものの、税率によらず

一定の値であるため、総消費の社会資本ストック比率、土地の有効利用度ともに、増税に

より低下することがわかった。さらに、本論においても奈良[2021]と同様、定常的成長均衡

に至る解経路が無数に存在し、一意に定まらない不決定性が生じることも判明した。 

 

 

キーワード：重複世代モデル、独占的競争、多様性選好、社会資本、土地の有効利用、 

持続的経済成長、均衡の不決定性。 

 

 

Ⅰ 序論 

 奈良[2021]では、簡単化のため、人や企業の

地域間の移動が存在しない閉鎖体系を想定し

つつ、奈良[2019]で構築されたBlanchard[1985]

型の重複世代モデルに、Dixit and Stiglitz[1977]

の独占的競争に基づく多様性選好の枠組みを

融合するという新たな発想に基づくモデルを

構築し、各種分析を行った。 

具体的に、奈良[2019]における遊休地も含む

土地の用途選択が、各時点における家計の意

思決定によってなされ、かつストックとして

の社会資本が経済成長の原動力となり得る動

学的な枠組みを維持しつつも、独占的競争の

もと、多くの企業によって多種多様な財が生

産され、それらは家計による消費の対象とな

 
1 土地の有効利用度とは、すべての土地に占める、生

産要素としてまたは居住用として利用される土地の割

合を意味するが、生産的な用途に利用される土地と投

るのみならず、政府による社会資本建設の資

材としても利用されるような状況を想定し 、

そのもとで、社会資本建設の財源としての所

得税の増税により、社会資本の水準、地価、土

地の有効利用度1及び社会的厚生にいかなる影

響を与えるかにつき、1 人当たり（per capita）

消費支出、1 人当たり社会資本ストック、効率

単位で測った地価、市場利子率が長期的に一

定の値に収束する定常的成長均衡に焦点を合

わせ、比較静学分析により、検証した。 

また、比較静学分析に先立ち、すべての変数

が長期的に一定の率で変化する状態に収束し、

そのもとで達成される定常的成長均衡に至る

解経路が一意に決定され得るか否か、動学的

な安定性に関する詳細な分析を行った。 

機目的に所有される土地（遊休地）が共存し、それに

より、土地の用途選択を分析することが可能な枠組み

は、野口[1985]の発想に立脚するものである。 
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分析の結果、増税により、定常的成長均衡に

おける 1 人当たり社会資本の水準が増大し、

多様財の種類数（企業数）の対人口比率が増大

する一方、経済成長率が外生的な人口増加率

に制約されるがゆえに、1 人当たり消費支出が

減少することがわかった。また、増税により、

土地の有効利用度は低下し、地価が下落する

とともに長期的視点で見た社会的厚生につい

ては、所得税率がある閾値に達するまで増大

し、閾値を超えると減少することがわかった。 

しかるに、定常的成長均衡に至る解経路、す

なわち、2 つの非先決変数（1 人当たり消費支

出と地価）の初期値の組み合わせが無数に存

在するという、動学的な意味での不決定性の

問題が生じることが判明した。 

奈良[2021]の意義は、将来的な 2 地域モデル

への拡張も想定し、Dixit and Stiglitz[1977]の独

占的競争に基づく多様性選好の発想を組み入

れるとともに、多様財が、消費財として利用さ

れるのみならず、経済成長の原動力となり得

る社会資本ストックを建設するための資材と

して投入されるメカニズムを組み入れた点、

また、多様性選好の導入により、モデルの展開

を容易にし、所得税の増税が土地利用のあり

方に加え、社会的厚生に及ぼす影響、及び動学

の両面において、解析的に精緻な分析を行う

ことができた点である。 

上記のうち、多様財が経済成長の原動力と

なる点につき、Grossman and Helpman[1991]は、

多様財としての中間投入財が消費財の生産に

投入される枠組みに、また、Romer[1990]は、

中間投入財が資本財の生産に投入される枠組

みに、それぞれ、立脚しており、いずれも、R&D

活動に基づく中間投入財の種類数の増加が、

持続的経済成長を生起する要因となっていた。 

これらの先行研究に対し、奈良[2021]では、

多様財がストックとしての社会資本建設の資

材として利用され、社会資本ストックがもた

らす技術的外部効果が、生産要素及び居住用

として利用される土地の生産性を高め、これ

により、R&D 活動のような多様財の種類数を

能動的に増加させるメカニズムがなくとも、

人口成長に等しい経済成長を可能としていた。 

奈良[2021]の意義のうち、動学分析の精緻化

につき、奈良[2021]における定常状態が、企業

数（多様材の種類数）や消費支出が、時間を通

じ、人口と同一の率で成長する状態である点

については、冒頭でも述べたとおりであるが、 

かかる状態を可能にしたのは、先述のように、

土地が多様財の生産や居住目的に利用される

前提のもと、社会資本ストックの蓄積が土地

の生産性を高め、その結果、物理単位で測った

土地の水準が不変であることが、経済成長の

ボトルネックとなるような状態を回避するこ

とができたからである。 

 しかるに、物的資本の存在を想定しないの

であれば、なおさら、社会資本ストックの蓄積

が生産要素の 1 つである土地生産性の向上の

みに寄与するという前提は、いかにも不自然

であり、この点が奈良[2021]の改善すべき課題

の 1 つである。 

この点に関し、Barro[1990]、Barro and Sala-i-

Martin[1992]については、フローの政府支出が、

また、Futagami and Morita and Shibata [1993]に

ついてはストックとしての社会資本が、労働、

物的資本といったモデルに存在するすべての

生産要素の生産性を高め、持続的な経済成長、

つまり、人口成長を上回る経済成長の原動力

となるようなメカニズムを想定していた。 

この論文の目的は、奈良[2021]の枠組みに、

社会資本ストックの蓄積が土地生産性のみな

らず労働生産性をも高めるようなメカニズム

を導入することにより、モデルの拡張を図り、

そのもと、各種の分析を行うことである。 

より具体的に、社会資本ストックの蓄積が、

効率単位で測った土地の水準のみならず、効

率単位で測った労働力の水準をも増大させ、

その結果、外生変数である出生率から死亡率

を差し引いた人口成長率を上回る持続的な経

済成長が可能であるような枠組みに拡張する。 
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上記のもと、効率単位で測った土地及び労

働力の水準、企業数（多様材の種類数）、消費

水準が、時間の経過ともに、社会資本ストック

の蓄積と同一の率で増加するような定常状態

が達成されるが、そのもとで、社会資本整備の

財源たる所得税率の引き上げにより、定常状

態における総資産、総消費、効率単位で測った

労働力、それぞれの対社会資本ストック比率

がいかなる影響を受けるかを分析する。また、

それらの結果を踏まえ、経済成長率、さらに、

土地有効利用度がいかなる影響を受けるかを

分析するとともに、定常的成長均衡解の動学

的安定性を解明することを、この論文の目的

とする。 

 本論の次章以降の構成を説明する。 

次のⅡでは、Blanchard[1985]型の世代モデル

と Dixit-Stiglitz[1977]を融合し、構築した奈良

モデル[2021]に、社会資本ストックの蓄積が、

効率単位で測った土地のみならず効率単位で

測った労働力を増大させる枠組みを導入し、

それにより、人口成長率を上回る経済成長を

可能にするプロセスを説明する。 

Ⅲでは、Ⅱをもとに、モデルを、その根幹と

なる複数の微分方程式体系に集約し、整理し、

それらを用い、定常状態の動学的安定性、すな

わち、定常的成長均衡解に至る経路が一意的

に決定され得るかを検討する。 

Ⅳの前半では、増税に関する比較静学分析

を行う。具体的に、増税（所得税率の上昇）が、

総資産、総消費、効率単位で測った労働力それ

ぞれの対社会資本ストック比率、経済成長率

や土地有効利用度に及ぼす影響を分析する。 

奈良[2021]とは異なり、本論においては、増

税が長期的効用にいかなる影響を及ぼすか、

いわゆる社会的厚生に関する分析を実施する

ことは不可能であるが、Ⅳの後半でその理由

を述べる。 

最後のⅤでは、本論で得られた分析結果を

整理し、今後の課題を述べる。 

 

Ⅱ モデル 

１．人口分布と生命保険 

 奈良[2021]と同様、自給自足の閉鎖的な社会

を想定するとともに、Blanchard[1985]型の重複

世代モデルの枠組みに依拠し、各人の寿命が

x 以上である確率 ( )P X x が、指数分布に

したがうことを仮定する。 

 このとき、各個人が任意の時点 x において

生存している確率密度関数 ( )f x は、 

(2-1) ( ) pxf x pe  

と表され、各個人の単位期間当たり死亡確率

は p となる。また、当該期の人口に対する出

生者数の割合である出生率をb とおくと、時

点t における総人口 ( )N t は、時点 0 における

総人口 (0)N 、n b p  のもと、 

(2-2) ( ) (0) ntN t N e . 

上記 ( )N t は、時点s に生まれた世代の時点

t における人口 ( , )N s t を、時点 t に生存する

全世代について集計した値である。すなわち、 

(2-3)

( )( , ) ( , ) ( )
t t

p t sN s t ds N s s e ds N t 

 

    

であり、(2-2),(2-3)の両辺をt で微分すると、 

(2-4) ( ) / ( )N t N t n . 

 次に、奈良[2021]と同様、各家計が、子孫に

遺産も負債を遺さないよう、私的な生命保険

の市場の存在を仮定し、各家計は、生前に配当

を受ける見返りに、その死に際し、すべての資

産を生命保険会社に譲渡することを仮定する。 

このとき、時点t において、 ( )a t の資産を保

有する各家計が生命保険会社から受け取る配

当は、 ( )pa t である。すなわち、奈良[2021]と

同様、配当率は死亡率に等しい値となる。 
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２．家計の行動 

（１）家計による効用最大化 

１）1 時点における効用最大化 

a.効用関数 

 時点s に生まれた各家計は、時点t において

( )M t 種類の多様財と住宅サービスを消費し、

効用を得る。家計の効用関数と関連する式は、 

以下のように表される。 

(2-5) 

* 1
*

1

( , ) ( , )
( ( , ), ( , )) ,

(1 )

0 1,

Q s t k s t
U Q s t k s t

 

  







 

 

(2-6a) 

( ) 1 1

0

ˆ( , ) ( , , ) , 1
M t

Q s t q j s t dj


 
 
  

  
 
 , 

(2-6b) *( , ) ( ) ( , )k s t G t k s t . 

上記(2-5)のうち、 ( , )Q s t は、各家計がt にお

いて消費する合成された多様財の水準であり、

*( , )k s t は、効率単位で測った住宅地が生み出

す 1 家計当たり住宅サービスの消費を表す。 

また、(2-6a)における ˆ( , , )q j s t は、時点t に
おいて各家計が消費する j 番目の多様財の消

費水準であり、(2-6b)における ( , )k s t は物理単

位の住宅地が生む住宅サービスを意味する。   

ここに ( )G t は時点t において利用可能な社

会資本ストックの水準であり、 ( )G t の蓄積に

より、土地の利用技術が進歩し、住宅地を含む

各用途に利用される効率単位で測った土地の

水準が増加することとなるとともに、本論で

は、労働生産性を高める役割も果たす。 

 

b.効用最大化第 1 段階 

 各時点t においてs 期生まれの家計は、支出

総額 ( , )e s t の制約のもと、(2-5)の効用を最大

にするよう、 ( , )Q s t 及び
*( , )k s t を決定する。 

ゆえに、時点t における効用最大化問題は、

( )P t を多様財の物価指数、 ( )kp t を効率単位

で測った住宅サービスの価格として、以下の

(P1)のように表される。 

(P1) 

*

* 1
*

1( , ), ( , )

*

( , ) ( , )
max ( ( , ), ( , )) ,

(1 )

. . ( ) ( , ) ( ) ( , ) ( , ).

Q s t k s t

k

Q s t k s t
U Q s t k s t

s t P t Q s t p t k s t e s t

 

  






 

  

ここに、 ( , )p j t を時点t において各家計が

消費する j番目の多様財の価格とし、次を得る。 

(2-7)
( )

0

ˆ( ) ( , ) ( , ) ( , , )
M t

P t Q s t p j t q j s t dj  . 

 効用最大化の 1 階条件は、 

(2-8a) ( ) ( , ) ( , ),P t Q s t e s t , 

(2-8b) *( ) ( , ) (1 ) ( , ).kp t k s t e s t   

 

c.効用最大化第 2 段階と価格指数 

 次に、各家計は、(2-7),(2-8a)の制約のもと、

( , )p j t を所与とし、 (2-6a)を最大化するよう、

j番目の多様財の水準 ˆ ( , , )q j s t を選択するこ

とから、第 2 段階の効用最大化問題は、以下の

(P2)のように表される。 

(P2)

( ) 1 1

ˆ( , , )
0

ˆmax ( , , )
M t

q j s t
q j s t dj


 

  

 
 
 , 

( )

0

ˆ. . ( , ) ( , , ) ( , ).
M t

s t p j t q j s t dj e s t  

効用最大化の 1 階条件により、以下のマー

シャルの需要関数を導き出すことができる。 

(2-9) 1ˆ( , , ) ( , ) ( ) ( , )q j s t p j t P t e s t    . 

 上記(2-9)の両辺に ( , )p j t を乗じ、区間

[0, ( )]M t で積分すると、以下が得られる。 
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(2-10)

1
( ) 1

1

0

( ) ( , ) .
M t

P t p j t dj





 
  
 
  

 

d.間接効用関数 

 さらに、(2-8a),(2-8b),(2-9),(2-10)を(2-5)に適

用し、以下の間接効用関数が得られる。 

(2-11) 

(1 )
1

( ( ), ( ), ( , ))

( , )
( ) ( ) ( , ) .

( ) ( )

k

k
k

V P t p t e s t

e s t
P t p t e s t

P t p t
 

 
  

 
 

上記(2-11)の対数を取ると、以下が得られる。 

(2-11’) 

log ( ( ), ( ), ( , ))

log ( , ) log ( ) (1 ) log ( ).
k

k

V P t p t e s t

e s t P t p t    
 

 

２）生涯効用最大化 

s 期生まれの代表的家計の t 時点における

消費支出の水準 ( , )e s t につき、同世代が任意

の t 時点に直面する生涯効用関数 ( ( , ))U e s t

は、各人の死亡確率が p であることを考慮し、

世代間の割引率 0  のもと、奈良[2021]と同

様、次のように表される。 

(2-12)

( )( )( ( , )) log ( , ) .p v t

t

U e s t e s v e dv


     

 s 期生まれの家計が t 時点に所有する非人

的資産を ( , )a s t  ,稼得する労働所得を ˆ ( , )w s t

とおく。この ˆ ( , )w s t は、s 期生まれの家計が

t 期に提供する物理単位で測った労働力 1 単

位に対し支払われる労働賃金率でもある。 

また、市場利子率を ( )r t ,所得税率を とお

くと、家計の予算制約式は、 

(2-13)

( , )
(1 )[ ( ) ] ( , )

ˆ(1 ) ( , ) ( , )

da s t
r t p a s t

dt
w s t e s t





  

  　　　　

 

であり、家計の最適化問題は、(2-13)のもと、

生涯効用(2-12)を最大化することである。 

最適化の必要条件として、オイラー方程式、

N.P.G.条件は、それぞれ、 

(2-14) 

( , )
[(1 ) ( ) ] ( , )

de s t
r t p e s t

dt
      , 

(2-15) 

lim ( , )exp (1 )( ( ) ) 0.
v

v
t

a s v r p d  


 
    
 
  

 ここに、s 期生まれ代表的家計のt 期におけ

る人的資産（human wealth） ( , )h s t は、生涯に

わたって得る労働賃金の割引現在価値の合計

であり、次の(2-16)にように表される。 

(2-16)  

( , )

ˆ(1 ) ( , ) exp (1 ) [ ( ) ] .
v

t t

h s t

w s v r p d dv   
        

  
 

 

 上記(2-16)に、オイラー方程式(2-14)及び

N.P.G.条件(2-15)を適用すると、 

(2-17) 

( , ) exp (1 ) [ ( ) ]

( , ) ( , ).

v

t t

e s v r p d dv

a s t h s t

  
  

   
 

 

   

 また、以下のN.P.G.条件が成立する。 

(2-18) 

lim ( , ) exp (1 ) [ ( ) ] 0.
v

v
t

e s v r p d  


 
    
 

  

 以上、(2-17), (2-18)にオイラー方程式(2-14)を

適用し、奈良[2021]と同様、以下が得られる。 

(2-19) ( , ) ( )[ ( , ) ( , )]e s t p a s t h s t   . 
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（２）集計と微分方程式 

 s 期生まれの家計が t 期に所有する非人的

資産 ( , )a s t 、人的資産 ( , )h s t 、消費支出の水

準 ( , )e s t を、それぞれ、生存する全世代につい

て集計した値を ( ), ( ), ( )A t H t E t とおくと、 

(2-20)
( )

( ) ( , ) ( , )

( , ) ( , ) ,

t

t
p t s

A t a s t N s t ds

a s t N s s e ds



 









　　　

 

(2-21)
( )

( ) ( , ) ( , )

( , ) ( , ) ,

t

t
p t s

H t h s t N s t ds

h s t N s s e ds



 









　　　

 

(2-22)
( )

( ) ( , ) ( , )

( , ) ( , ) .

t

t
p t s

E t e s t N s t ds

e s t N s s e ds



 









　　　

 

 ここで、社会資本ストックの水準 ( )G t に連

動し、労働生産性が高まることを仮定し、効率

単位で測った労働力を
*( ) ( ) ( )N t G t N t

（0 1  ）とおく。次にs 期生まれの家計

が t 期に提供する効率単位で測った単位当た

り労働力に対し、支払われる労働賃金率を

( , )w s t とおくと、先に定義した物理単位で測

った単位当たり労働賃金率との関係において、 

ˆ ( , ) ( ) ( , )w s t G t w s t . 

このとき、労働賃金は誕生時点に関わらず

等しく分配されること（ ˆ ˆ( , ) ( )w s v w v ）を仮

定し、(2-3)を考慮しつつ、(2-21)に(2-16)を適用

すると、次の(2-23)が導出される。 

(2-23)

ˆ( ) ( ) (1 ) ( )

exp (1 ) [ ( ) ] .

t

v

t

H t N t w v

r p d dv



  



  

     
  





　　　　　　

 

 

 ところで、(2-19)を各時点の総人口で集計し、

(2-20)～(2-22)を適用すると、次の(2-24)を得る。 

(2-24) ( ) ( )[ ( ) ( )]E t p A t H t   . 

また、(2-4)及び ˆ ( ) ( ) ( )w t G t w t を考慮し

つつ、(2-23) の両辺を時間t で微分すると、 

(2-25)
 

*

( ) (1 )[ ( ) ] ( )

(1 ) ( ) ( ).

H t n r t p H t

w t N t





   

 



　　　
 

 さらに、本論においても、奈良[2021]と同様、 

(2-26) ( )

( ) ( , ) ( , ) ( )

( , )
( , ) .

t
p t s

A t N t t a t t pA t

da s t
N s s e ds

dt
 



 

 



　　　
 

しかるに(2-26)に関し、重複世代モデルの前

提より、誕生の時点で資産を保有していない

こと（ ( , ) 0a t t  ）に加え、 ˆ ˆ( , ) ( )w s t w t を

考慮し、(2-26)に(2-13)を適用すると、 

(2-27)
 

*

( ) (1 )[ ( ) ] ( )

(1 ) ( ) ( ) ( ).

A t r t p p A t

w t N t E t





   

  



　　　 
 

また、(2-24)の両辺を時間t で微分し、(2-24)

を考慮しつつ、(2-25)及び(2-27)を適用すると、 

(2-28)

 ( ) (1 )[ ( ) ] ( ) ( )

( ) ( ).

E t n r t p p E t

b p A t

 



     

 



　　　　
 

 

３．政府の行動 

 政府は、家計から徴収した税収をもとに、

( )M t 種類の多様財を組み合わせ、時点t にお

いて ( )G t の新たな社会資本を生産する。 
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 はじめに、時点t の税収 ( )T t は、効率単位の

労働力が
*( ) ( ) ( )N t G t N t であるから、 

(2-29) 

*( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]T t w t N t r t p A t   . 

 次に、ˆ ( , )Gq j t を時点t において公共財の生

産に投入される j番目の財であると設定し、新

たな社会資本の生産関数は、以下の(2-30)のよ

うに表されるものとする。 

(2-30) 

( ) 1 11
1

0

ˆ( ) ( , ) ( )
M t

GG t q j t dj M t


 
 
  


 

  
  
 . 

 以上により、政府が直面する最適化問題は、 

(P3) 
( ) 1 11

1

ˆ ( , )
0

ˆmax ( , ) ( )
G

M t

G
q j t

q j t dj M t


 
 
  


 
 
 
  ,

( )

0

ˆ. . ( , ) ( , ) ( ).
M t

Gs t p j t q j t dj T t
 

政府は、限られた税収 ( )T t のもと、公共財

の生産を最大化できるよう、 ˆ ( , )Gq j t を選択

するが、最大化の 1 階条件により、以下の政府

による需要関数が導出される（付録 1 参照）。 

(2-31) 1ˆ ( , ) ( , ) ( ) ( )Gq j t p j t P t T t   . 

 

４．企業の行動 

（１）多様財部門 

奈良[2021]と同様、多様財部門は独占的競争

に、土地利用転換サービス部門は完全競争に、

それぞれ基づき、生産活動を行うことを想定

するが、多様財部門は、労働力を用い、消費財

及び社会資本建設に用いる資材を生産する。 

 時点t における j 番目の財の生産量 ( , )q j t

は、家計による需要と政府による需要の合計

であるから、(2-22),(2-29)を考慮しつつ、(2-9)を

全人口で集計した式に(2-31)を足し合わせ、 

(2-32)

 
1

*

( , )

( , ) ( )

( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )] .

q j t

p j t P t

E t w t N t r t p A t

 

 

  

  

 

 1 単位の各多様財の生産に、1 単位の効率単

位で測った労働力が可変的生産要素として、

また、 f 単位の効率単位で測った土地が固定

的生産要素として必要であることを仮定する。 

このとき、 j 番目の財を生産する多様財企

業の利潤を表す式は、効率単位で測った土地 1

単位の地代を ( )t とすると、 

(2-33) 

( ( , ))

( , ) ( , ) ( ) ( , ) ( ) .

q j t

p j t q j t w t q j t t f

  

  

利潤最大化の 1 階条件により、 

(2-34) ( , ) ( ) ( ).
1

p j t w t p t



 


 

 このとき、(2-10),(2-34)より、 

(2-35)
1

1( ) ( ) ( )P t M t p t . 

また、(2-32)に(2-35)を適用し、 

(2-36)

*

( , )

( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]
( ).

( ) ( )

q j t

E t w t N t r t p A t
q t

M t p t

   
 

 

さらに、(2-34),(2-36)を(2-33)に代入すると、 

1
( ( )) ( ) ( ) ( )q t p t q t t f


    

が得られるが、自由参入、退出の仮定により、

均衡では超過利潤がゼロになることから、 

(2-37)

*( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]
( ) .

( )

E t w t N t r t p A t
t

fM t
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ここで多様財を価値基準材（numeraire）とし、

その価格を 1 とおくと（ ( ) 1p t  ）、 (2-34)～

(2-37)は、次のように書き換えることができる。 

(2-34’)
1

( )w t w




  , 

(2-35’)
1

1( ) ( )P t M t  , 

(2-36’)

( )

( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]
,

( )

q t

E t wG t N t r t p A t

M t

   


 

(2-37’)

( )

( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]
.

( )

t

E t wG t N t r t p A t

fM t





 


  


 

（２）土地利用転換サービス部門 

  労働のみを用い、土地利用転換サービスを

行うことを仮定し、 ( )bY t をサービスの水準、

( )bN t を土地利用転換サービスの生産に投入

する効率単位で測った労働力の水準とすると、 

(2-38) ( ) ( )b bY t BN t . 

また、土地利用転換サービスの価格を ( )bp t 、

土地利用転換部門の労働賃金率を ( )bw t とお

くと同部門の利潤は、次のように表される。 

( ( )) ( ) ( ) ( ) ( )

[ ( ) ( )] ( ).
b b b b b b

b b b

N t p t Y t w t N t

Bp t w t N t

  

 　　　　　　
 

 完全競争市場における自由参入・退出の仮

定のもと、サービスの生産量が正になるには、 

(2-39) ( ) ( )b bw t Bp t . 

 ここに土地利用転換サービス部門に投入さ

れる用途別の労働力につき、次の仮定をおく。 

①住宅用地の利用転換：用地 1 単位（効率単

位）当たり 単位の利用転換サービス 

②多様財企業用地の利用転換：用地 1 単位（効

率単位）当たり 単位の利用転換サービス 

ただし、②につき、  を仮定する。 

( )K t を物理単位で測った住宅用地の水準、

*( )K t を効率単位で測ったそれとおくと、各

期における死亡率が p であることから、 

(2-40) *( ) [ ( ) ( )]bY t p K t fM t   , 

(2-41)

* *( ) ( , ) ( , ) ( ) ( ).
t

K t k s t N s t ds G t K t


   

 以上、(2-38)～(2-41)により、 

(2-42)

*( ) [ ( ) ( )]

[ ( ) ( ) ( )].

b

p
N t K t fM t

B
p

G t K t fM t
B

 

 

 

 　　　

 

 

５．市場均衡 

（１）労働市場 

 すべての労働力は、多様財部門、土地利用転

換部門のいずれかに雇用されるから、多様財

部門に雇用される効率単位で測った労働力を

( )mN t とおくと、1単位の各多様財の生産に、

1 単位の労働力を用いること、また多様財企業

数が ( )M t であること、さらに、(2-36’)より、 

(2-43)

1

( ) ( ) ( )

( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )].

mN t M t q t

E t wG t N t r t p A t  



   
 

 労働市場の需給均衡式は、(2-42),(2-43)より、 

(2-44) 

1( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]

[ ( ) ( ) ( )] ( ) ( ).

E t wG t N t r t p A t

p
G t K t fM t G t N t

B
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 また、労働市場の裁定により、多様財部門と

土地利用転換サービス部門における労働賃金

率が等しくなることから、(2-34’),(2-39)より、 

(2-45)
( ) 1

( ) b
b

w t w
p t

B B B





   . 

（２）土地市場 

 物理単位で測った土地の水準をL、効率単位

で測った水準を
*( )L t 、また、遊休地の物理単

位、効率単位の水準を、それぞれ ( )vL t 、 *( )vL t

とすると土地市場の需給均衡式は、 

(2-46)

* * *( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ,vK t fM t L t L t G t L   

*( ) ( ) ( )v vL t G t L t . 

ただし、各人の各期における死亡率が p で

あるから、多様財企業用地、住宅地、遊休地、

それぞれの取引の対象となる土地の用地全体

に占める割合の期待値も p である。ゆえに、 

(2-47)

* * *

* *

( ) ( ), ( ) ( ),

( ) ( ).

m

v v

L t pfM t K t pK t

L t pL t

 



 
   

 

（３）資産市場 

１）資産市場における需給均衡 

 各家計は完全予見のもと、3 種類の土地（多

様財企業用地、住宅地及び遊休地）のいずれか

を選択し、資産市場で運用する。ただし、生産

的用途に利用される土地については、売却に

先立ち、全て更地に転換されることから、取引

が行われる際、遊休地と同一の価格が適用さ

れることになる。よって、物理単位、効率単位

の地価をそれぞれ ˆ ( )Lq t  , ( )Lq t とおくと資産市

場の需給均衡式は、 

(2-48) 

*ˆ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )L L LA t q t L q t G t L q t L t   . 

２）資産市場における裁定条件 

 ここでは、完全予見のもと、資産市場におけ

る裁定条件として、a.預金等と多様財企業用地、

b.預金等と住宅用地、c.多様財企業用地、住宅

用地と遊休地、の 3 通りの組み合わせにおい

て得られる収益率が互いに等しくなる条件

（裁定条件）を、それぞれ考察することとする。 

 

a.預金等と多様財企業用地の運用 

初期（第t 期）に ˆ ( )Lq t の資金を土地（多様

財企業用地：物理単位で計測）の購入に充てる

か、預金するかの選択に直面する家計の資産

裁定式を、次のような積分形式で示す。 

(2-49)

ˆ ( ) exp ( )

[ ( ) ( ) ( ) ( )] .

v

L

t t

b

q t r d

v G v p p v G v dv

 

 

      
  



 
　　　　　　 　　　　　　　　　　

上記における ( ) ( )bp p v G v は、多様財企

業用地を購入した家計が、死亡時を想定し、各

期に支払う土地利用転換費用である。 

また、(2-49)の両辺を微分すると、 

(2-49’)
ˆ ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( )
ˆ ( )

L b

L

q t t G t p p t G t
r t

q t

  



. 

b.預金等と住宅用地の運用 

 この点につき、(2-49)と同様に、積分形式で

表すと、 

(2-50)

ˆ ( )

exp ( ) [ ( ) ( ) ( ) ( )] .

L

v

k b

t t

q t

r d p v G v p p v G v dv  
      

  
 

 

 上記(2-50) の両辺を微分すると、 

(2-50’)

ˆ ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( )

ˆ ( )
L k b

L

q t p t G t p p t G t
r t

q t

 



. 
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c.多様財企業用地、住宅用地と遊休地の運用 

生産的用途に用いる土地か遊休地の選択に

直面する家計の資産裁定式は、 

(2-51) ( ) ( )bt p p t  , 

(2-52) ( ) ( )k bp t p p t . 

最後に、(2-51)及び(2-52)を、それぞれ、(2-49’)

及び(2-50’)に適用し、次の(2-53)が得られる。  

(2-53)
ˆ ( )

( )
ˆ ( )

L

L

q t
r t

q t



. 

 

Ⅲ 定常的成長均衡の動学的安定性 

１．動学体系の構築 

（１）定常的成長均衡のあり方と変数の定義 

 本論における定常的成長均衡は、総資産

( )A t  ,総消費支出 ( )E t 、及び効率単位で測っ

た労働力
*( ) ( ) ( )N t G t N t 、多様財企業数

( )M t が社会資本ストック ( )G t と同一の率で

成長することであり、そこでは、社会資本 1 単

位当たりの諸変数が、時間を通じ一定となる。 

このとき、物理単位の地価 ˆ ( )Lq t も ( )G t と

同一の率で上昇し、よって、効率単位の地価

( )Lq t は時間を通じ、一定となる。 

上記を想定し、新たな変数を定義する。 

( ) ( ) / ( ), ( ) ( ) / ( ),a t A t G t e t E t G t 

* 1( ) ( ) / ( ) ( ) ( ),v t N t G t G t N t 

( ) ( ) / ( )m t M t G t . 

 このとき、(2-48)より、 

(3-1) ( ) ( )La t q t L . 

 

（２）方程式体系の集約 

 ここに、(2-45),(2-51)より、同様に(2-45),(2-52)

より、それぞれ、 

(3-2a) ( )
wp

t
B

  , 

(3-2b) ( )k

wp
p t

B


 . 

 また、(3-2a)を(2-37’)に適用し、(2-34’)を考慮

しつつ変数を置き換えると、 

(3-3)

( ) [ ( ) ( ( ) ) ( )]

( 1)
( ).

e t wv t r t p a t

f p
m t

B

 
 
  



 

 さらに、(2-44)の両辺を ( )G t で除し、(2-34’)

を考慮しつつ変数を置き換えると、 

(3-4)

( ) [ ( ) ( ( ) ) ( )]

[ ( ) ( )] ( ).

e t wv t r t p a t

p
K t fm t v t

B

 

 

  

  
 

 これら(3-3),(3-4)より、物理単位で測った住

宅用地の水準に関する式(3-5)が得られる。 

(3-5)
( ) ( )

( )
Bv t fp m t

K t
p

 



 . 

 

（３）動学体系の構築 

政府部門が社会資本の建設に用いる多様財

につき、 ( )v t の定義を参照しつつ、(2-31)に(2-

29),(2-34’),(2-35’), ( , ) ( ) 1p j t p t  を適用し、 

(3-6)
[ ( ) ( ( ) ) ( )]

ˆ ( )
( )G

wv t r t p a t
q t

m t

  
 . 

また、(3-6)を(2-30)に適用し、以下の(3-7)が

得られる（以上、付録 2 参照）。 

(3-7)
( )

[ ( ) ( ( ) ) ( )]
( )

G t
wv t r t p a t

G t
  


. 

次に、
*( ) ( ) / ( )v t N t G t 及び(2-34’)を考慮

しつつ、(2-27)の両辺を ( )A t で除すると、 
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(3-8)

 ( )
(1 )[ ( ) ]

( )

( ) ( )
(1 ) .

( ) ( )

A t
r t p p

A t

wv t e t

a t a t





   

  



　　　

 

  また、
*( ) ( ) / ( )v t N t G t を考慮し、(2-28)

の両辺を ( )E t で除すると、 

(3-9)

 ( )
(1 )[ ( ) ] ( )

( )

( )
( ) .

( )

E t
n r t p p

E t

a t
b p

e t

 



     

 



　　　

 

 ここで、(2-8b)を全人口で集計すると、 

*( ) ( ) (1 ) ( )

( ) ( ) (1 ) ( )
k

k

p t K t E t

p t K t e t




 
  

 

が得られるが、これに(3-2b)及び(3-5)を適用す

ると、多様財の種類数（企業数）と社会資本の

比率 ( )m t を、次のような ( ), ( )e t v t の式として

表すことができる（付録 3）。 

(3-10)
[ ( ) (1 ) ( )]

( )
B wv t e t

m t
fp w


 
 

 . 

  上記(3-10)を(3-3)に適用し、配当率を含む

市場利子率を、3 つの状態変数 ( ), ( ), ( )a t e t v t

の式として、以下のように表すことができる

（付録 4）。 

(3-11)

ˆ( ( ), ( ), ( )) ( )

1 1
[(1 ) ( ) ( )] ,

( )

r a t e t v t r t p

wv t e t
a t




 

  
 

 ここで、(3-7)に(3-11)を適用すると、 

(3-7’)

( )
ˆ[ ( ) ( ( ), ( ), ( ))] ( )

( )

( ) ( ).

G t
wv t r a t e t v t a t

G t

wv t e t

 

 


. 

 

また、(3-8)に(3-11)を適用し、以下を得る。 

(3-8’)

( ) 1 1
[(1 ) ( ) ( )]

( ) ( )

ˆ( ( ), ( ), ( )) .

A t
wv t e t p

A t a t

r a t e t v t p




   

 


 

さらに、(3-9)に(3-11)を適用し、以下を得る。 

(3-9’)

 

( ) 1 1
[(1 ) ( ) ( )]

( ) ( )

( )
( ) ( )

( )

ˆ(1 ) ( ( ), ( ), ( ))

1
[ ( )] ( ) ( ) ( ) .

( )

E t
wv t e t

E t a t

a t
b p n p

e t

r a t e t v t

n p e t b p a t
e t

 


 



 


  

    

 

    



 

以上より、3 つの状態変数 ( ), ( ), ( )a t e t v t  

に関する微分方程式体系を構築する。 

はじめに、(3-8’)から(3-7’)を辺々差し引き、 

(3-12)

( )
ˆ( ( ), ( ), ( )) [ ( ) ( )].

( )

a t
r a t e t v t p wv t e t

a t
   


 

 次に(3-9’)から(3-7’)を差し引き、以下の(3-

13)を得る。 

(3-13)

 

( )
ˆ(1 ) ( ( ), ( ), ( ))

( )

1
[ ( )] ( ) ( ) ( )

( )

[ ( ) ( )].

e t
r a t e t v t

e t

n p e t b p a t
e t

wv t e t



 

 

    

 



 

 また、 ( )v t の定義を参照しつつ、(2-4)及び(3-

7’)より、以下を得る。 

(3-14)
( )

(1 )[ ( ) ( )]
( )

v t
wv t e t n

v t
    


. 

以上 (3-12)～ (3-14)の両辺に、それぞれ

( ), ( ), ( )a t e t v t を乗じ、(3-11)も考慮しつつ、 
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(3-12’)

1

ˆ( ) ( ( ), ( ), ( ))) ( )

( ) [ ( ) ( )] ( )

1
[(1 ) ( ) ( )]

( ) [ ( ) ( )] ( )

( ( ), ( ), ( )),

a t r a t e t v t a t

pa t wv t e t a t

wv t e t

pa t wv t e t a t

F a t e t v t





  

  

  




 

(3-13’)

 

 

2

ˆ( ) (1 ) ( ( ), ( ), ( )) ( )

[ ( )] ( ) ( ) ( )

[ ( ) ( )] ( )

1 ( )
[(1 ) ( ) ( )]

( )

[ ( )] ( ) ( ) ( )

[ ( ) ( )] ( )

( ( ), ( ), ( )),

e t r a t e t v t e t

n p e t b p a t

wv t e t e t

e t
wv t e t

a t

n p e t b p a t

wv t e t e t

F a t e t v t


 

 


 

 

    

 


  

    

 




 

(3-14’)
 

3

( ) ( 1)[ ( ) ( )] ( )

( ( ), ( ), ( ))

v t wv t e t n v t

F a t e t v t

   




 

が得られるが、これら(3-12’)～(3-14’)が、本論

における完全な動学体系を構成する。 

 

（４）定常的成長均衡解の整理 

 定常的成長均衡における ( ), ( ), ( )a t e t v t の

各値をそれぞれ , ,a e vとおくと、 , ,a e vは、(3-

12’)～(3-14’)において、 ( ) ( ) ( ) 0a t e t v t    
とおくことにより、求めることができる。 

ところで、定常的成長均衡における配当を

含む市場利子率は、(3-11)により、 

(3-15)
1 1

ˆ( , , ) [(1 ) ]r a e v wv e
a




   . 

 次に(3-14’)において、 ( ) 0v t  とおくことに

より、̂ / (1 )n n n   のもと、以下を得る。 

(3-16) ˆwv e n  . 

 また、(3-12’)において、 ( ) 0a t  とおくこと

により、(3-16)を考慮しつつ、以下が得られる。 

 

(3-17)

ˆ(1 ) [ ( )] ( ) .wv e p wv e a p n a          

 さらに、(3-13’)において ( ) 0e t  とおくと、

(3-16)及び(3-17)を考慮し、以下を得る（付録 5）。 

(3-18) ˆ[( ) ( )] ( )n p n e b p a       . 

以上(3-16)～(3-18)より , ,a e v が求められる

が、 0, 0, 0a e v   かつ ˆ( , , ) 0r a e v  であ

るため、税率 が満たすべき必要十分条件の 1

つは、(3-15),(3-16),(3-17)より、 

(3-19)
ˆ

(1 ) 0
wv e n

wv e
wv wv

  
       . 

また、 0, 0, 0a e v   であるため、 が満

たすべき必要十分条件の 2つ目は、(3-18)より、 

(3-20) ˆ( ) ( ) 0
ˆ

n
n p n

p n

   
     


. 

ただし、(3-20)において、n b p    

が常に成立していることを仮定する。 

 

２．解析による定常的成長均衡の動学的安定

性の検証 

（１）動学に関わる連立微分方程式体系 

微分方程式体系(3-12’)～(3-14’)を、(3-15)～

(3-18)を考慮し、定常的成長均衡( , , )a e v の近

傍において線形近似することにより、以下の

ように行列を用いて表すことができる。 

(3-21)

11 12 13

21 22 23

31 32 33

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

a t F F F a t a

e t F F F e t e

v t F F F v t v

     
           
          





. 

 ただし、(3-21)右辺の行列の第 1行目の要素、

11 12 13, ,F F F はそれぞれ ( ), ( ), ( )a t e t v t により、 

(3-12’)を偏微分し、( , , )a e v で評価した。 
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(3-22)
11 12

13

1
ˆ( ) 0, ,

1
.

F n p F a

F w a






     

   
 

 

 また、(3-21)右辺の行列の第 2 行目の要素、

21 22 23, ,F F F はそれぞれ ( ), ( ), ( )a t e t v t により、

(3-13’)を偏微分し、( , , )a e v で評価した。 

(3-23)

21 ˆ(1 )( ) ( ) 0,
e

F p n b p
a

         

22

1
ˆ[( ) ( )]

e
F n p n e

a

 



      , 

2
23

1
(1 )

we
F

a
 


     

. 

さらに、(3-21)右辺の行列の第 3行目の要素、

31 32 33, ,F F F はそれぞれ ( ), ( ), ( )a t e t v t により、 

(3-14’)を偏微分し、( , , )a e v で評価した。 

(3-24)
31 32

33

0, (1 ) 0,

(1 ) 0.

F F v

F wv




   

   
 

 

（２）定常的成長均衡の動学的安定性 

ここに(3-21)右辺の行列をF とおく。つまり、 

11 12 13

21 22 23

31 32 33

.

F F F

F F F F

F F F

 
   
  

 

このとき、行列F の固有値を求める固有

方程式は、以下のように表される。 

(3-25)
3 2

( , , ) d e t 0 .

trF

a e v

 
  


  
 

ただし、trF は行列F の対角要素の和であ

り、det F は行列F の行列式である。また、 

11 22 22 33 33 11

12 21 23 32 13 31

( , , )

.

a e v F F F F F F

F F F F F F

   

  

　

　　　　　
 

補題 3-1 (3-25)につき、以下が成立する。 

(3-26)

1
ˆ ˆ(2 ) [( ) ( )] ,

trF wv

e
n p n p n

a


  





        
 

 

(3-27)

 ˆ ˆdet (1 ) ( )[( ) ( )] ( )

ˆ(1 ) ( ) ( ) 1 0.

F wv n p n p n b p

a
b p wv n p

e

   

 

       

       
 

 

（証明） 

11 22 33trF F F F    

に、(3-16),(3-22)～(3-24)を適用すると、 

ˆ ˆ( ) [( ) ( )]

1
(1 )

1
ˆ ˆ(2 ) [( ) ( )]

trF n p n p n

e
e wv

a
e

wv n p n p n
a

 
 


  



      


   

         
 

 

が得られ、補題の前半がしたがう。 

 補題の後半については、付録6を参照せよ。 

（証明了） 

補題 3-2 固有方程式(3-25)より求められる 0

でない異なる固有根を 1 2 3, ,   とおくと、そ

の符号の組み合わせにつき、1 根が正、他の 2

根が負の実数（あるいは実部が負の互いに共

役な複素数）であるための必要十分条件は、 

(3-26’)

0

1
ˆ ˆ(2 ) [( ) ( )]

trF

e
wv n p n p n

a

  


 


      
 

が成立することである。  

（証明）補題 3-1 の(3-27)により、 1 2 3, ,   の

すべてが正の実数（あるいは1根が正の実数、

他の 2 根につき、実部が負の互いに共役な複

素数）または 1 根が正、他の 2 根が負の実数

－ 13 －
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（あるいは実部が負の互いに共役な複素数）

の 2 通りのケースが考えられる。 

 しかるに、(3-26)が成立する場合、前者の可

能性が排除されることから、補題がしたがう。 

   （証明了） 

ここで、(3-25)の 3 根 1 2 3, ,   が 3 つの異な

る実数根であると仮定し、それぞれに対応す

る固有ベクトルを 1 2 3, ,   とおくと、任意定

数 1 2 3, ,C C C を用い、(3-21)の一般解は、 

(3-28)

31 2
1 1 2 2 3 3

( )

( )

( )

tt t

a t a

e t e C e C e C e

v t v

   
 

     
  

 

 3 つの変数 ( ), ( ), ( )a t e t v t のうち、先決変数

は ( )v t のみである。つまり、 ( ), ( ), ( )a t e t v t の

初期値を (0), (0), (0)a e v とおくと、歴史的に

値が定まっているのは、 (0)v のみである。 

 ゆえに、定常的成長均衡解の動学的安定性

の観点から、そこに至る解経路が一意に定ま

るよう、 (0)v の値を所与とし、 (0), (0)a e の値

を適切に選択することとなる。 

Buiter[1984]によれば、定常解に至る解経路

の一意であるには、先決変数の数が安定根の

数に一致しなければならないが、本論におい

て、その条件は満たされない。その点を踏まえ、

以下の定理 3-3 に、本論における定常的成長均

衡解の動学的安定性に関する仮説をまとめる。 

定理 3-3 定常的成長均衡解( , , )a e v で線形近

似された微分方程式体系(3-21)は、 

(3-26’)

0

1
ˆ ˆ(2 ) [( ) ( )]

trF

e
wv n p n p n

a

  


 


      
 

が成立する場合、( , , )a e v に収束する解経路が

無数に存在し、動学的不決定性が生じる。 

（証明） 1 2 3, ,   が異なる実数根である場

合に限定し、かつ、 1 2 3    を仮定し、

証明する。このとき、(3-26’)が成立する場合、 

1 2 30, 0     となり、 (3-28)より、

定常的成長均衡に向かう安定的な経路上、 

(3-28’)

1 2

11 21

1 12 2 22

13 23

( )

( )

( )

t t

a t a

e t e C e C e

v t v

 

 
 
 

     
            
          

 

が成立するが、(3-28’)に 0t  を適用し、 

(3-29a) 1 11 2 21(0)a a C C    , 

(3-29b) 1 12 2 22(0)e e C C    , 

(3-29c) 1 13 2 23(0)v v C C    . 

このうち(3-29c)に着目すると、所与の (0)v

及び、それぞれの固有ベクトルの第 3 要素

13 23,  に対し、(3-29c)を満たす 1 2,C C の組み

合わせは無数に存在するが、これら 1 2,C C を、

(3-29a)及び(3-29b)に、それぞれ適用することに

より、非先決変数 (0), (0)a e の値の組み合わせ

が無数に定まることとなる。 

以上により、定理がしたがう。 （証明了） 

しかるに、(3-26)で与えられるtrF の符号を

解析的に検証するのは困難であることから、

関連する外生変数を、以下の(3-30)として提示

した各値に特定し、実施する数値計算により、

定理 3-3 が成り立つことを示さざるを得ない。 

(3-30) 

0.021, 0.011, 0.01, 0.20,b p n      

1.10, 0.005.    
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上記(3-30)のうち、 0.011p  としたのは、

「令和 2 年人口動態統計」（厚生労働省）によ

れば、2020 年の年間死亡者数（約 137 万人）

が、同年 10 月 1 日時点における推計人口（約

1億2325万人）の1.1%程度であることによる。 

上記のもと、定常的成長均衡における

( ), ( ), ( )a t e t v t の各値 , ,a e v を(3-16)～(3-18)

より解くと、いずれも所得税率 の式として

表すことができるが、これらを(3-30)として提

示した外生変数の各値とともに(3-26)に適用

すると、trF 、 の式として表すことができる。 

他方、(3-30)のもと、(3-20)における所得税率

 が満たすべき条件は、 0.2128  であるか

ら、これを考慮し、0.001 0.21  の範囲で

trF を図示すると、以下のように表すことが

できる。 

図Ⅲ-1  

 

（出所）Mathematica Ver12.2 により作成した。 

 

上記の図Ⅲ-1 は、外生変数が(3-30)で提示す

る各値に設定され、かつ、所得税率 を、(3-

20)の条件を満たす範囲で変化させる場合、常

に 0trF  であり、定理 3-3 が成り立つことを

意味する。 

 つまり、定常的成長均衡解( , , )a e v の近傍に

おいて、当該解に収束する経路が無数に存在

し、奈良[2021]と同様、動学的な意味での不決

定性が生じることがわかる。 

 

Ⅳ 比較静学と社会的厚生の考察 

１．所得税増税の比較静学 

（１）主要変数及び経済成長率に及ぼす影響 

 税率 に関する比較静学分析に用いる方

程式は(3-16)～(3-18)であるが、これらを で

全微分すると、以下の(4-1)～(4-3)が成立する。 

(4-1) 0
de dv

w
d d 

   , 

(4-2)
ˆ

ˆ( ) (1 )
da de dv n

p n w
d d d

 
   

       , 

(4-3)

ˆ( ) [( ) ( )] 0
da de

b p n p n
d d

  
 

      . 

 ただし、(4-2)を導出するに際し、(3-16),(3-17)

より、次の(4-4)が得られることを考慮した。 

(4-4) ˆ ˆ[( ) ] .p n a wv wv e n       

これら(4-1)～(4-3)を行列形式でまとめると、 

(4-5)

0 1

ˆ( ) 1 (1 )

ˆ( ) [( ) ( )] 0

/ 0

ˆ/ / .

/ 0

w

p n w

b p n p n

da d

de d n

dv d

 
  


 


 
     
      
   
       
      

 

 上記(4-5)の左辺の 3 行 3 列の行列につき、 

0 1

ˆ( ) 1 (1 )

ˆ( ) [( ) ( )] 0

w

F p n w

b p n p n

 
  

 
     
      

  

とおく。このとき(3-27)も考慮し、以下を得る。 

(4-6)

 ˆ ˆdet ( ) ( )[( ) ( )]

det 0.
(1 )

F w b p p n n p n

F
v

   




       

  



 

以上より、増税が , ,a e vのそれぞれに及ぼ

す影響につき、以下の定理 4-1 としてまとめる

ことができる。 
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定理 4-1 増税（所得税率 の上昇）により、

定常的成長均衡における社会資本ストック 1

単位当たりの総資産a 、総消費支出e、効率単

位で測った労働力v  は、いずれも減少する。 

 上記の定理 4-1 を(3-1)に適用し、定常的成長

均衡における効率単位で測った地価 Lq も、増

税により、下落することは自明である。 

 この項の最後に、増税が定常的成長均衡に

おける経済成長率に及ぼす影響に言及する。   

この点につき、(3-7’),(3-16)により、税率 の

値に関わらず、経済成長率が、常に一定値 n̂ を

とることが明らかであり、増税の影響を受け

ないことがわかる。 

 

（２）土地有効利用度に及ぼす影響 

この件につき、多様財の種類数と社会資本

ストックの比率 ( )m t   に、各企業が固定的に

投入する効率単位で測った土地の水準 f を乗

じ、得られる ( ) ( ) / ( )fm t fM t G t は、社会全

体における物理単位で測った多様財企業用地

の水準であると解釈できる。 

このとき、t 期における物理単位で測った有

効利用されている土地の水準（多様財企業用

地と住宅地を合計した水準）を ( )t とおくと、

(2-46)及び(3-5)より、 

(4-7)

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

t K t fm t

Bv t fp m t

p

 


  
 


 

と表すことができるが、さらに、(4-7)に(3-10)

を適用すると、以下を得る（付録 7 参照）。 

(4-7’)

( )

( )
(1 )( ) ( ) .

t

B wv t
e t

p w

  
  



 
    

 

 

 以上より、以下の定理 4-2 が導出される。 

定理 4-2 増税（所得税率 の上昇）により、

定常的成長均衡における有効利用されている

土地の水準が下落する。 

（証明）はじめに、定常的成長均衡における有

効利用されている土地の水準は、(4-7’)より、 

(4-7”)

(1 )( )
B wv

e
p w

  
  

 
     

 
 

 しかるに、定理 4-1 から、増税により、 

0
de

d
 , 0

dv

d
 , 

であることがわかっており、しかも、仮定によ

り、  であることから、 

0
d

d

   

が得られ、増税により、土地の有効利用度が低

下することがわかる。        

（証明了） 

 

２．所得税増税と社会的厚生 

ここでは、本論において増税が長期的効用

にいかなる影響を及ぼすか、いわゆる社会的

厚生に関する分析を実施することは不可能で

ある理由を述べ、今後の課題を探る。 

はじめに、Futagami,Morita and Shibata [1993]

の方式にしたがい、長期的効用関数(2-12)を、

社会的厚生の分析になじむ形式に変形する。 

 オイラー方程式(2-14)の両辺を積分し、対数

をとると、 

(4-8) 

0

( , ) ( ,0) exp [(1 ) ( ) ( )] .
t

e s t e s r v p dv  
       
  
  

上記を(2-14)に適用すると、 

(4-9) 

( )( )

0

( ( , ))

log ( , 0)

[(1 ) ( ) ( )] .
v

p v t

t

U e s t

e s

p

r p d e dv
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上記(4-12)の右辺 2項目における市場利子率

( )r t の決定要因 ( ), ( ), ( )a t e t v t が、それぞれの

定常値 , ,a e vに至る経路が無数に存在する点

については、定理 3-3 及び直後の数値計算で示

したとおりであるが、そのような経路の 1 つ

を ( ), ( ), ( )s s sa t e t v t とおく。 

上記に着目し、 (3-11)を定常値 ˆ( )r t n 、

[ ( ), ( ), ( )] ( , , )a t e t v t a e v の近傍で線形近似

すると、 

(4-10) 





( ( ), ( ), ( ))

ˆ

1
ˆ( )[ ( ) ] [ ( ) ]

(1 ) [ ( ) ]

s s s

s s

s

r a t e t v t

n

n p a t a e t e
a

w v t v








    

  　　　

 

上記(4-10)を(4-9)に適用し、 で全微分する

と、 

(4-11) 


0

( )( )

( ( , )) ( , 0) /

( ) ( , 0)

( ( ), ( ), ( ))
(1 )

ˆ( ) .

v
s s s

t

p v t

U e s t e s

p e s

r a e v

n p d e dv


 

  






  

  


 

   
  

   

ただし右辺の ( ( ), ( ), ( )) /s s sr a e v     は、 

( ( ), ( ), ( ))s s sr a t e t v t を定常値 , ,a e vの近傍で

税率 により全微分し、得られる。すなわち、 

(4-12) 

( ( ), ( ), ( ))

( )1
ˆ( )

( ) ( )
(1 ) .

s s s

s

s s

r a t e t v t

da t da
n p

a d d

de t dv tde dv
w

d d d d




  


   




        
              

 

 しかるに、(4-11)の右辺第 1 項における、

( ,0)e s は ( , )e s t が定常的成長均衡に至る解

経路の初期値であるが、定理 3-3 及び直後の数

値計算で示したように、本論では、このような

解経路及び ( ,0)e s がとる値が無数に存在する

ことから、 ( ,0) /e s   の符号を検証するに

際し、どの初期値に焦点を合わせるか、対象を

絞り込むことができない。 

同様の理由により、 (4-11)右辺第 2 項目にお

ける ( ) / , ( ) / , ( ) /s s sda t d de t d dv t d   の符

号も定かではない。 

以上より、税率 の変更が、社会的厚生に及

ぼす影響につき、Futagami,Morita and Shibata 

[1993]のような、厳密な分析を実施し得ない。 

 

Ⅴ 結 論 

本論では、奈良[2021]で構築した枠組み、つ

まり、生産要素や資産としての土地の存在を

明示的に考慮した Blanchard[1985]型の閉鎖的

動学一般均衡モデルに、Dixit-Stiglitz[1977]の独

占的競争に基づく多様性選好の視点を融合さ

せ、構築したモデルに、社会資本ストックの蓄

積が土地利用を効率化するのみならず、労働

生産性を高めるという発想を組み入れ、人口

成長率を上回る経済成長が可能な枠組みに拡

張し、そのもとで、各種分析を行った。 

本論においては人口成長を上回る経済成長

が可能であることから、定常状態のあり方が

奈良[2021]のそれとは異なる。具体的に、総資

産、総消費、効率単位で測った土地及び労働力、

また、物理単位で測った地価が社会資本スト

ックと同一の率で成長し、その結果、総資産、

総消費、効率単位で測った労働力の対社会資

本ストック比率、また、多様財の種類数（多様

財を生産する企業数）の対社会資本ストック

比率、経済成長率、さらに、効率単位で測った
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地価及び土地利用の形態（土地の有効利用度）

が時間を通じて一定となる。 

かかる状況のもと、社会資本建設の財源と

しての所得税増税により、総資産－社会資本

ストック比率、総消費－社会資本ストック比

率、効率単位で測った労働力－社会資本スト

ック比率、地価、経済成長率、さらには土地の

有効利用度がいかなる影響を受けるかの比較

静学分析を行った。 

分析の結果、増税により、定常的成長均衡に

おける総資産、総消費、効率単位で測った労働 

力とともに、効率単位で測った地価が下落し、

土地の有効利用度も低下することがわかった。 

上記の結論、つまり、増税が資源配分に対し、

全体としてマイナスの影響を及ぼす理由は、

所得税を財源とし、建設される社会資本スト

ックが人口成長を上回る経済成長を達成する

原動力となる一方、税率の大きさに関わらず、

経済成長率が一定であることに起因する。 

ところで、比較静学分析に先立ち、定常的成

長均衡に至る解経路が一意に決定されうるか、

動学的安定性の分析を行ったが、奈良[2021]と

同様、定常的成長均衡に至る解経路、つまり、

2 つの非先決変数（総資産－社会資本ストック

比率、総消費－社会資本ストック比率）の初期

値の組み合わせが無数に存在することが判明

した。 

この点に関し、Mino[2017]において、様々な

事例が取り上げられ、紹介されているような、

動学的な意味での不決定性の問題が、本論に

おいても生じることが結論付けられた。 

本論においては、社会資本ストックの蓄積

が土地の生産性のみならず、労働生産性を高

めるがゆえに、人口成長を上回る経済成長が

達成される点については、既に述べたとおり

であるが、他方、経済成長率が、所得税率の値

によらず人口成長率に連動する一定の値を取

る点において奈良[2021]と共通し、この点が、

定常的成長均衡の動学的な不決定性を生み出

す要因ではないかと推察される。 

この点、社会資本ストックの蓄積が生産要

素としての土地と労働のいずれもの生産性を

高めるという発想を堅持しつつ、本論の枠組

みを拡張し、経済成長率それ自体が内生的に

決定されるようなメカニズムを導入すること

により、定常的成長均衡の動学的安定性につ

き、本論とは異なる結論が生み出される可能

性もある。 

そして、そのもとで、定常的成長均衡に至る

一意的な解経路を見出すことができれば、Ⅳ

の後半で展開した理由により、本論において

は実施できかった社会的厚生の分析も可能に

なり得る。 

本論を上記のように経済成長率が内生的に

決定される枠組みに拡張し、定常的成長均衡

解の動学的安定性、また、土地の有効利用度、

社会的厚生の分析を行うことを、2 地域モデル

に拡張し、分析を行うこととともに、今後の課

題に設定し、結びとする。 

 

付 録 

 

付録 1. (2-31)の導出過程 

( ) 1 1

0

ˆ( ) ( , ) , 1
M t

G GQ t q j t dj


 
 
  

  
 
  

とおき、以下のラグランジュ関数を構築する。 

( ) 1 11
1

0

( )

0

ˆ[ ( , ), ( )]

ˆ ( , ) ( )

ˆ( ) ( ) ( , ) ( , ) .

G G

M t

G

M t

G G

L q j t t

q j t dj M t

t T t p j t q j t dj


 
 





  


 
  
 

    
  





 

 公共財の生産量を最大化する条件により、 

(a-1)

1
1

1( ) 1 11
1

0

ˆ( ) ( , ) ( , )

ˆ ( , ) ( ) .

G G

M t

G

t p j t q j t

q j t dj M t
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1
( )1 1 11

1

0

1 1 1

1

( ) ( , )

ˆ ˆ( , ) ( , ) ( )

ˆ( ) ( , ) ( , ) ( ) ( )

G

M t

G G

G G G

t p j t

q j t q j t dj M t

t p j t q j t Q t M t

 
  

  





  


 




 
  

 

 

  

 上記に ˆ ( , )Gq j t を乗じ、 

1 1 1

1

ˆ( ) ( , ) ( , )

ˆ ( , ) ( ) ( )

G G

G G

t p j t q j t

q j t Q t M t

  







 

が得られるが、 

( )

0

ˆ( ) ( ) ( , ) ( , ) ( )
M t

G G GP t Q t p j t q j t dj T t   

とおき、両辺を区間[0, ( )]M t で積分すると、 

1 1 1

1

1
1 1

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) .

G G G G G

G G

t P t Q t Q t Q t M t

t P t M t


  












 



 

 

 上記を(a-1)にもどし、 

1
1 1

1 1 1

1

1 1
1

1

( ) ( ) ( , )

ˆ ( , ) ( ) ( )

ˆ ( , ) ( , ) ( ) ( )

ˆ ( , ) ( , ) ( ) ( )

( , ) ( ) ( ) ( )

G

G G

G G G

G G G

G G G

P t M t p j t

q j t Q t M t

q j t p j t P t Q t

q j t p j t P t Q t

p j t P t P t Q t



  

 

 

 

 

 






 



 

 



 

 つまり、 

(a-2) 1ˆ ( , ) ( , ) ( ) ( )G Gq j t p j t P t T t    

しかるに、(a-2)の両辺に ( , )p j t を乗じ、区

間[0, ( )]M t で積分すると、 
1 1

( )
1 1

0

ˆ( , ) ( , ) ( , ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( , )

G G

G G

M t

G G G

p j t q j t p j t P t T t

P t Q t

P t P t Q t p j t dj

 

 

 

 





 
  

 


 

( )
1 1

0

1
( ) 1

1

0

( ) ( , )

( ) ( , )

M t

G

M t

G

P t p j t dj

P t p j t dj

 




 




 
   

 

 
   

 





 

が計算されるが、 

(2-10)

1
( ) 1

1

0

( ) ( , )
M t

P t p j t dj





 
  
 
  

より、これは、 

(a-3) ( ) ( )GP t P t  

であることを意味する。 

 この(a-3)を(a-2)に適用すると、(2-31)が導出

される。 

 

付録 2. (3-6),(3-7)の導出過程 

 はじめに、 ( , ) 1p j t  及び(2-35’)を(2-31)に

適用すると、 

(a-4)

ˆ ( , ) ( ) / ( ) ( ) / ( ) ( )Gq j t T t M t T t m t G t   

が得られるが、この(a-4)に(2-29)を適用すると、

ただちに(3-6)が得られる。 

次に、(a-4)を(2-30)に適用して計算すると、 

( ) 1 11
1

0

1 1
1

1

1

1 1

1

1

ˆ( ) ( , ) ( )

( )
( ) ( )

( )

( )
( ) ( )

( )

( )
( ) ( ).

( )

M t

GG t q j t dj M t

T t
M t M t

M t

T t
M t M t

M t

T t
M t T t

M t
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 仮定により、
*( ) / ( ) ( )N t G t v t であるこ

と及び(2-34’)を考慮すると、 

*( ) ( ) [ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]

( )[ ( ) ( ) ( ( ) ) ( )]

G t T t w t N t r t p A t

G t w t v t r t p a t




   
  


 

上記の両辺を ( )G t で除し、(3-7)が得られる。 

 

付録 3. (3-10)の導出過程 

(3-2b),(3-5)を ( ) ( ) (1 ) ( )kp t K t e t  に適

用し、以下のように計算される。 

( 1)
( ) ( ) ( )

( 1) ( ) ( )
(1 ) ( )

k

p
p t K t K t

B
p Bv t fp m t

e t
B p

 


    
 




 
  

[ ( ) ( )] (1 ) ( )

( ) ( ) (1 ) ( )

[ ( ) (1 ) ( )]
( )

w
Bv t fp m t e t

B
w

fp m t wv t e t
B

B wv t e t
m t

fp w

  

  


 

   

   

 
 

 

 

付録 4. (3-11)の導出過程 

 はじめに、(3-3)より、 

( 1)
( ( ) ) ( ) ( )

( ) ( )

( )

1 ( 1) 1
( ) ( ) ( )

( )

f p
r t p a t m t

B
wv t e t

r t p

fp
m t wv t e t

B a t

 

 

   



 

 
 

    
 

 

 上記に(3-10)を適用すると、 



( )

1 ( 1) [ ( ) (1 ) ( )]

( )

( ) ( )

r t p

fp B wv t e t

a t B fp w

wv t e t

  
  

 



    
   

 
 

 

 1
( ) (1 ) ( ) ( ) ( )

( )

1 1
[(1 ) ( ) ( )] .

( )

wv t e t wv t e t
a t

wv t e t
a t

  





    

  
 

 

付録 5. (3-18)の導出過程 

(3-13’)において、 ( ) 0e t  とおくことにより、 

1
[(1 ) ]

( ) [ ( )] ( ) .

e
wv e

a
wv e e n p e b p a

 


 


 

      
 

 上記に(3-16),(3-17)を適用し、 

1
ˆ ˆ( ) [ ( )] ( )

ˆ ˆ(1 )( ) [ ( )] ( )

ˆ[( ) ( )] ( ) .

e
p n a ne n p e b p a

a
p n e ne n p e b p a

n p n e b p a

   


  
  


        

        
     

 

 

付録 6. (3-27)の導出過程 

31 0F  を考慮しつつ、余因子展開により、

det F を計算すると、 



11 22 33 23 32

21 12 33 13 32

2

det ( )

( )

ˆ( )

(1 )

1
ˆ[( ) ( )]

1
(1 ) (1 )

ˆ(1 )( ) ( )

1
(1 )

1
(1 )

F F F F F F

F F F F F

n p

wv

e
n p n e

a

we
v

a

e
p n b p

a

wv a

v w a
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2

2

(1 )

1
ˆ ˆ( ) [( ) ( )]

1
ˆ( ) (1 )

ˆ(1 )( ) ( )

1 1

(1 )

1
ˆ ˆ ˆ( )[( ) ( )] ( )

ˆ ˆ( ) ( ) (1 )

wv

e
n p n p n e

a

e
n p

a

e
p n b p

a

a a

wv

e
n p n p n n p

a
e

n p e n p



 


 


 


 


 





  

         
 

       
       
 

          
    
  


     

     
1

ˆ( )

ˆ(1 )( ) ( )

n p e
a

e
p n b p

a
 

 

    
 

 

2

(1 )

ˆ ˆ( )[( ) ( )] ( )

(1 ) 1
ˆ(1 ) ( )

(1 )

ˆ ˆ( )[( ) ( )] ( )

1 1
ˆ(1 ) 1 ( )

(1 )

ˆ ˆ( )[( ) ( )] ( ) .

wv

n p n p n b p

e
n p

a

wv

n p n p n b p

e
n p

a

wv

n p n p n b p


  

  
 


  


 


  

  
     

  
     
 

  
     

      
 

  

     

 

 上記に(3-18)を適用し、 

det

ˆ(1 ) ( ) ( ) ( )

ˆ(1 ) ( ) ( ) 1 0

F

a
wv n p b p b p

e

a
b p wv n p

e

  

 

       
 

       
 

 

となり、補題の後半がしたがう。 

 

 

付録 7. (4-7),(4-7’)の導出過程 

(3-5),(3-10)より、 

( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

1
[ ( ) ( ) ( )]

( ) ( ) ( )

Bv t fp m t
t K t fm t fm t

p

Bv t fp m t fp m t
p

Bv t fp m t

p

 


  


 



    

  

 


 

また、 

1
( ) [ ( ) ( ) ( )]

1 [ ( ) (1 ) ( )]
( )

[ ( ) (1 ) ( )]

( )
(1 )( ) ( ) .

t Bv t fp m t fp m t
p

B wv t e t
Bv t

p w

B wv t e t

w

B wv t
e t

p w
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